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平成２５年度当初における任意継続組合員加入の手続について（通知）

平成２５年３月３１日付けで退職する方のうち、退職後、再就職等をせずに公立学校共済組合の任意継続組合員に加入を希望する方を対象に、下記のとおり任意継続組合員加入の受付を行います。

つきましては、加入を希望する方は受付期間中に手続を行うよう、周知方よろしくお願いいたします。
記
１　任意継続組合員について
(1)　対象者

退職の前日まで引き続き１年以上組合員であり、平成２５年３月３１日付けで退職する方のうち、

任意継続組合員に加入することを希望する方（事前受付で手続を行った方を除く。）
※　東京都等の再任用教職員、再雇用教職員、非常勤教員になる方、民間企業（私立学校含む）へ再就職し勤務先の健康保険に加入する方及び家族の被扶養者となる方は加入できません。
(2)　加入期間

最長２年間。なお、資格喪失後は国民健康保険等へ加入することになります。

(3)　掛金の額（1ケ月）

以下のいずれか少ない額に掛金率を乗じた額が１ケ月分の掛金となります。
ア　退職時の掛金の基礎となった給料月額

イ　３７２，０００円（全組合員の平均給料月額<平成２５年度の場合>）
ウ　ア × ０．７（組合員期間が１５年以上であり、かつ、退職時の年齢が５５歳以上の方に限る。）

※　平成２５年度の掛金率は０．１１３７（介護保険料含む）です。

(4)　掛金の払込方法
ア　口座振替払

毎月指定の口座から自動引落しとなりますが、４月及び５月は納付書での支払いとなります。掛金の自動引落しは｢みずほ銀行｣のみでの取扱いとなっております。口座振替払を希望される方は、２（１）アの方法により手続をしてください。

イ　払込取扱票払

払込取扱票による払込みになります。「毎月払い」「半年払い」「１年払い」のいずれかを指定してください。

(5)　掛金の割引

払込取扱票での払込みのうち、半年払いの場合は約１．０％、１年払いの場合は約１．８％の割

引になります。

２　受付期間

平成２５年４月１日（月）から４月１９日（金）（土・日は除く）

※　任意継続組合員の加入申出は退職の日から起算して２０日を経過する日までに加入希望の申出をすることとなっているため、４月２０日以降の受付はできません。(地方公務員共済組合法第144条の2)

３　受付方法
来庁していただき、窓口での受付となります。
交換便・郵便での受付はできませんので御注意ください。

※　島しょ地区及び他県にある所属所については郵送でも受付けます。（平成２５年４月１９日（金）資格係必着）

４　受付場所及び時間

新宿区西新宿２－８－１

都庁第二本庁舎２９階　教育庁　福利厚生部 給付貸付課 資格係 窓口

午前９時００分 ～ １２時００分

午後１時００分 ～ 　４時３０分

５　提出書類
(1)　任意継続組合員申出書（用紙No.任継１）
本通知に添付されている様式「任意継続組合員申出書」（用紙No.任継１）をコピーし使用してください。
ア　掛金の払込方法について、口座振替払を希望される方
口座を開設しているみずほ銀行の本・支店に「預金口座振替依頼書」（用紙No.任継２）を提出し、「任意継続組合員申出書」（用紙No.任継１）に「みずほ銀行口座確認印」の押印を受けてください。
なお、「預金口座振替依頼書」(用紙No.任継２)を記入する際は、「任意継続組合員申出書」（用紙No.任継１）の「本人住所」欄に記入したものと同じ住所を、「掛金払込方法 １:口座振替」欄に記入したものと同じ銀行口座を、間違いなく記入してください。
イ　掛金の払込方法について、払込取扱票払を希望される方

アの手続は必要ありません。
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(2)　給付金等振込口座の預金通帳の写し　※該当者のみ
給付金等振込口座を現職時のものとは別の口座へ変更する方は、該当口座の預金通帳（金融機関名･支店名･口座番号･本人名義のわかる箇所）の写しを添付してください。
(3)　被扶養者取消確認書（用紙No.任継３）　※該当者のみ
被扶養者がいる方で、４月１日以降も被扶養者としての要件等を備えている場合は、任意継続組合員の被扶養者として引き続き認定します（組合員証の送付と併せて新しい被扶養者証を送付します。）。
就職等の理由により、４月１日以降、被扶養者の認定を継続しない（扶養から外れる）被扶養者がいる場合は、「被扶養者取消確認書」（用紙No.任継３）を提出してください。詳しくは「被扶養者取消確認書」（用紙No.任継３）裏面をご覧ください。
６　任意継続組合員証等の交付
　　任意継続組合員証・被扶養者証は資格係窓口で即日交付します。

７　その他

(1)　任意継続組合員と国民健康保険の保険料や給付内容を比較検討したうえで、手続してください(国民健康保険については、居住地の市区町村へお問い合わせください。)。

また、退職後に被扶養者として家族の健康保険に加入する予定の方は、事前に家族の健康保険組合等へ認定要件等を確認するよう周知方お願いします。 

(2)　事前受付者（平成２５年１月３１日付２４公立東京給第１６２７号による事前受付で手続を行った方）の任意継続組合員証等は、平成２５年３月下旬に所属所へ送付しますのでお待ちください。今回改めて手続を取る必要はありません。
(3)　次については、「平成２４年度末における組合員資格喪失届出等の手続について」（平成２５年３月１日付２４公立東京給第１６９９号）により処理してください。
ア　現在使用中の組合員証・被扶養者証等の回収・返却

イ　上記５(3) により、「被扶養者取消確認書」（用紙No.任継３）を提出した場合で、当該被扶養者が新たに国民健康保険に加入し又は他の者の被扶養者となる場合に必要となる「資格喪失証明書」の発行（各所属所において発行してください。）
(4)　任意継続組合員に加入後、新たに被扶養者の認定を希望する場合は、４月１日以降に別途認定の申請が必要になります。事前受付者についても同様です。各所属所におかれては、退職前に、申請方法について周知方お願いします。必要書類等は「福利厚生ハンドブック」の「被扶養者を認定・取消しするとき」を参照してください。
例：平成２５年３月３１日付で夫婦ともに退職することにより、夫は任意継続組合員、妻はその被扶養者となる場合　→退職後、夫が任意継続組合員の加入手続をした後に、妻を被扶養者とする認定の申請をしていただくことになります。

【問い合わせ先・送付先】

教育庁福利厚生部給付貸付課資格係

電話　  ０３（５３２０）６８２６

ＦＡＸ  ０３（５３８８）１７３２
事務担当者・組合員周知用
＜退職後（４月1日以降）の健康保険制度について＞
退職後は、現在お持ちの公立学校共済組合「組合員証」は使用できなくなります。退職後どの健康保険に加入することになるのか、下記のフロー図で確認した上で申し込みをしてください。
















※１　再任用（短時間）、再雇用、非常勤教員、民間（私立学校含む）等へ就職の場合
※２　非常勤講師、パート等の場合

※３　配偶者等が健康保険の被保険者になっている場合

（被扶養者の認定要件を事前にご確認ください）

※４　退職者の年間収入・・・・退職する組合員の退職後（４月１日以降）の収入　

　　　６０歳以上で退職する場合で、公的年金等を受給する方は   １８０万円未満
（公的年金等を受給しない方は １３０万円未満）
　　　６０歳未満で退職する場合は、１３０万円未満（障害年金を受給する方は１８０万円未満）
※５　国民健康保険については、居住地の各区市町村「国民健康保険担当窓口」に問い合わせてください。
問い合わせ先
東京都教育庁福利厚生部給付貸付課資格係
電話 03-5320-6826　　　　　　　　
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■　任意継続組合員申出書に関する変更点


複写式の様式を廃止しました。（これまで任意継続組合員申出書は、複写式の様式を資格係から所属所あてに送付していました。）


今後は本通知の様式をコピーし、使用してください。


なお、本人控えを廃止しましたので、提出前にコピーして控えをお取りください。
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